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書面等の電磁的方法による交付等（立花エクスプレス）に係る利用規定 新旧対照表 

※下線部分変更  

変更後 変更前 

第３条 対象書面 

電子交付等の対象書面は、金融商品取引法、投

資信託および投資法人に関する法律、金融商品取

引業等に関する内閣府令、各金融商品取引所受託

契約準則、自主規制法人関係諸規則等（以下「関

係法令諸規則等」といいます。）において電磁的

方法によりお客様に対し電子交付等が認められ

ている書面、ならびに当社とお客様の権利、義務

に関する書類のうち、当社が以下に定めるものと

します。 

（１）～（３）（省略） 

（４） 特定口座年間取引報告書 

（５） 上場株式配当等の支払通知書 

（６） ＮＩＳＡに関するお客様にご負担いただ

いた費用・報酬のお知らせ 

（７） （省略） 

（８） （省略） 

（９） （省略） 

（10） （省略） 

（11） （省略） 

（12） （省略） 

（13） （省略） 

（14） （省略） 

（15） （省略） 

（16） （省略） 

 

（以下省略） 

 

附 則 

この規定は、令和７年１月１日から施行する。 

 

第３条 対象書面 

電子交付等の対象書面は、金融商品取引法、投

資信託および投資法人に関する法律、金融商品取

引業等に関する内閣府令、各金融商品取引所受託

契約準則、自主規制法人関係諸規則等（以下「関

係法令諸規則等」といいます。）において電磁的

方法によりお客様に対し電子交付等が認められ

ている書面、ならびに当社とお客様の権利、義務

に関する書類のうち、当社が以下に定めるものと

します。 

（１）～（３） （省略） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

（４） （省略） 

（５） （省略） 

（６） （省略） 

（７） （省略） 

（８） （省略） 

（９） （省略） 

（10） （省略） 

（11） （省略） 

（12） （省略） 

（13） （省略） 

 

（以下省略） 

 

附 則 

１．この規定は、平成２５年６月１日から実施す

る。 

 

 


